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【背景】 

バングラデシュ人民共和国では、国内ガス田の生産量減少が見込まれる中、エネルギー安全保障の確保に向けて天然ガス・
LNG分野の重要性が高まっている。近年はLNG輸入が開始され、FSRUや陸上LNG受入基地の整備、ガス供給網の高度化等が重
要課題となっていおり、その実施促進に向けては、MoPEMR及び傘下機関の能力強化や継続的な技術的助言が必要とされてい
る。このような背景から、MoPEMR及びガス関連機関に対し、天然ガス・LNG関連インフラの運営・維持管理、開発計画及び
事業化検討等に関する技術的助言を行うため、「エネルギーセクターアドバイザー」の派遣が要請された。 

 

【目的】 

・成果1：MoPEMRおよび傘下のガス関連機関の、天然ガス・LNG分野に関する技術的知見及び事業実施能力が強化される。 

・成果2：FSRU及び陸上LNG受入基地を含む天然ガス・LNG関連インフラ事業の計画、運営・維持管理及び事業化検討に係る
取組が促進される。 

・成果3：日本が有する知見や技術の活用及びJICA事業との連携強化が図られ、エネルギーセクターにおけるJICA事業の効果発
現及び最大化に寄与する。 

 

【業務内容】 

電力エネルギー鉱物資源省（MoPEMR）傘下のガス関連の政府機関を主要なカウンターパートとして、我が国及び国際的な知
見・経験を踏まえ、IEPMP2023を含むエネルギー関連政策・計画の実現に向けた技術的指導・助言を行う。特に、天然ガス・
LNG分野におけるインフラ運営・維持管理、開発計画及び事業化検討に関する助言を行うほか、FSRU及び陸上LNG受入基地整
備、ガス供給網高度化、LNG調達、民間投資促進等の課題への対応を支援する。さらに、JICAが実施するエネルギーセクター
関連案件の進捗をモニタリングし、必要な情報提供、指導及び助言を行うとともに、世界銀行、アジア開発銀行等の他ドナー
との情報収集・共有を通じた連携を強化し、JICA事業の開発効果拡大を図る。

【業務担当分野】 天然ガス・LNG分野 

【人月合計】10人月  

【現地派遣期間】2027年1月下旬から2028年12月下旬  

【渡航回数】8回（予定）   

【その他留意事項】プレ公示の内容は若干の変更の可能性があり
ます。

26a00782000000 バングラデシュ国エネルギーセクターアドバイザー

公示日（予定） 2026年10月28日
社会基盤部資源・エネルギーグルー
プ

業務実施契約（単独型）－専門家
業務

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

履行期間（予定） 2026年12月7日 2028年11月30日 企画競争
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）
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【背景】 

サモア国において、JICAはこれまで沖縄県内の自治体と連携して草の根技術協力、課題別研修及び技術協力プロ
ジェクト並びに無償資金協力の複数のスキームを組み合わせた協力を実施してきた。 

これまでの協力によって、無収水率の改善や水道サービスの向上といった技術面での成果をもたらした一方で、財
政面では水道料金の低さや未収金率の蓄積などからサモア水道公社（SWA）の経営面での課題が残っている。 

このため、SWAの水道事業の財務・経営状況を改善し、持続的な水道事業運営が実現されるように専門家（業務実
施契約単独型）を通じた協力を2025年12月より実施している。 

【本業務の目的】 

本業務は、SWAの無収水及び経費削減策の検討・実施を通じて、経営財務状況の改善に貢献することを目的とす
る。 

【業務内容】 

配水池の運用管理及び約60基ある井戸の貯水タンクの水位制御装置の動作確認を行い、適切な運転維持管理を提案
する。また専門分野の観点から無収水及び経費削減策を検討・提案する。

【業務担当分野】電気・機械 

【人月合計】約5.5人月、 

【現地派遣期間】2027年1月中旬～2028年４月中旬、 

【渡航回数】5回、 

【その他留意事項】プレ公示の内容は若干の変更の可能性があり
ます。

26a00866000000 サモア国大洋州地域水道事業経営改善（電気・機械）

公示日（予定） 2026年10月28日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－専門家
業務

履行期間（予定） 2026年12月7日 2028年5月2日 企画競争
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）
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【背景】 

パレスチナ・ジェニン市では、高い無収水率、低い料金徴収率、事業計画の実行体制等が課題となっており、JICAは技術協力
を通じて、無収水管理、プリペイド式水道メーターの導入、事業計画の策定等を支援してきた。これらを踏まえ、市からの会
計分離と財務改善を伴う水道公社の設立・運営及び将来的な広域化を目指し、パレスチナはJICAに対して技術協力プロジェク
トの実施を要請した。一方、2023年10月以降の紛争・治安悪化に伴う施設被害や活動制約により、給水サービス・事業運営を
取り巻く環境が変化しており、当初の要請に基づく協力内容を再検討する必要がある。 

 

【目的】 

本詳細計画策定調査は、要請の背景及びその後の状況変化を踏まえ、実施体制、成果、活動を整理した上で、パレスチナ側関
係機関とプロジェクトの内容や実施体制を協議し、プロジェクトに係る合意文書締結を行うとともに、事前評価を行うことを
目的とする。 

 

【活動内容】 

本業務の業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続き等を十分に把握の上、調査団員として参団予定のJICA職員
等と協力しつつ、担当分野に係る協力計画策定及び評価６基準に基づく事前評価に関するデータ、情報を収集、整理し、分析
する。また、準備・現地・整理業務の全工程は、ジェンダー平等と女性のエンパワメントを推進する視点に立って、調査分
析・検討する。調査結果に基づき、実施可能な協力内容、実施体制及び今後の協力の方向性を整理するとともに、事前評価及
び合意文書作成に必要な資料並びに報告書（案）の取りまとめに協力する。

【業務担当分野】 

評価分析 

 

【人月合計】 

約1.2人月 

 

【現地派遣期間】 

2027年1月中旬から2月上旬を想定 

 

【渡航回数】上記1回 

 

【その他留意点】 

・JICA安全対策措置及び治安状況を踏まえ、現地調査の実施可否、活動範囲及
び調査方法を検討する。 

・現地での活動が困難な場合は、近隣国からのオンラインを活用した面談やパ
レスチナ側関係者のラマッラ周辺都市への呼び寄せての調査・協議を実施する
可能性があります。 

・プレ公示の内容は変更の可能性があります。

26a00871000000 パレスチナ国ジェニン市水道事業公社化支援プロジェクト詳細計画策定調査（評価分析）

公示日（予定） 2026年10月28日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－調査団
参団

履行期間（予定） 2026年12月7日 2027年2月26日 企画競争
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）
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【背景】 

ヨルダンでは、深刻な水資源制約と水需要の増加、高い無収水率、水道事業体の運営・財務基盤の脆弱性により、持続的な給
水サービスの確保が課題となっている。アカバ－アンマン海水淡水化・送水事業（National Conveyance Project：NCP）及び関
連送配水施設の整備による水源確保を見据え、供給水の有効活用に必要な無収水管理と水道事業体の運営能力向上が重要であ
る。JICAは、アカバ水道公社及び南部3県の無収水対策能力強化や給水監視制御システムの導入等を支援してきた。既往協力の
成果・課題を踏まえ、持続可能な水道サービスに向けた協力の方向性を具体化する必要がある。 

 

【目的】 

ヨルダンにおけるJICAクラスター事業戦略「水道事業体成長支援」の推進に向け、水道事業体の成長段階、課題及び協力ニー
ズを分析する。また、重点支援地域・事業体、協力内容及び優先事業を検討・評価し、同戦略のロードマップ及び今後の協力
方針に関する提言を取りまとめる。 

 

【活動内容】 

①水道分野の政策・制度、水・灌漑省、ヨルダン水道庁、アカバ水道公社及び南部3県の水道事業体の無収水・配水管理、財
務・料金徴収、顧客サービス、人材育成、業績管理等の現状並びに既往協力の成果・課題を整理・分析する。 

 ②NCP、関連施設整備、事業運営体制の変化及び他開発パートナーの支援動向を踏まえ、重点支援地域・事業体及び支援分野
の優先順位を検討し、優先候補事業の必要性、実現可能性及び効果を評価6基準に基づき分析する。調査・分析には、ジェン
ダー平等及び女性のエンパワメントの視点を反映する。 

 ③調査・分析結果に基づき、同戦略のロードマップ、協力方向性及び優先事業を整理し、提言を取りまとめる。

【業務担当分野】 

評価分析 

【人月合計】 

約1.2人月 

 

【現地派遣期間】 

2026年1月下旬から2月中旬を想定 

 

【渡航回数】上記1回 

 

【その他留意点】 

・既往の情報収集・確認調査及び関連協力の成果を活用する。 

・プレ公示の内容は変更の可能性があります。

26a00873000000
ヨルダンにおけるクラスター事業戦略「水道事業体成長支援」推進に向けた評価・分析業
務

公示日（予定） 2026年10月28日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－調査団
参団

履行期間（予定） 2026年12月7日 2027年2月26日 企画競争
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コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。
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また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）
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【背景】 

ウガンダにおける灌漑開発面積は約1.4万haと、開発可能面積約300万haの0.5％に過ぎず、農業生産の安定化に向けた灌漑整備
が喫緊の課題となっている。また、水利組合（IWUA）等の管理組織の機能不足や制度的枠組みの未整備により、既存施設の維
持管理にも課題を抱えている。これに対し、我が国は無償資金協力「アタリ流域地域灌漑施設整備計画」（2018～2026年）に
より施設整備を進めるとともに、技術協力「アタリ流域地域灌漑施設維持管理能力強化プロジェクト」（2021～2026年）を通
じて、水利組合の設立・能力強化を支援してきた。本事業はその後継フェーズとして、アタリ灌漑地区において農家による灌
漑稲作技術の向上及び参加型水管理の定着を図り、持続可能な灌漑施設維持管理モデルの確立を目指す。 

 

【目的】 

本業務は、ウガンダ東部アタリ灌漑地区を対象に、灌漑施設の運営・維持管理、水利用・配水計画、圃場レベルの水管理及び
圃場整備に関する技術支援を行い、農家主体による持続可能な灌漑施設維持管理体制の構築を支援する。また、農家、水利組
合（IWUA）及び関係機関の能力強化を通じて、農家主導の灌漑管理モデルの定着と他灌漑地区への展開を図る。 

 

【活動内容】 

１）IWUA代表メンバーや農家との対話を通じて、灌漑施設の運営・維持管理、水管理及び圃場整備に係る現状と課題を把握す
る。 

２）利用可能な河川水量、灌漑可能面積及び想定される用水需要を踏まえた作付け・配水計画の策定を支援するとともに、河
川水量の変動を想定した複数のシナリオに対応した計画策定を支援する。 

３）灌漑施設オペレーター、IWUAメンバー及び関係行政官を対象に、灌漑施設の操作・維持管理、配水管理及び圃場レベルの
水管理に関する能力強化を行う。 

４）圃場均平、給排水施設管理及び圃場内水路整備等の実施状況を確認し、圃場整備及び水管理改善に向けた技術支援を行
う。

【業務担当分野】 

灌漑地区運営管理 

【人月合計】 

10.35人月 

【現地業務期間】 

2027年2月中旬から2028年11月下旬 

 

【渡航回数】 

4回（予定） 

 

【その他】 

プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。

26a00876000000
ウガンダ国アタリ流域地域灌漑施設維持管理能力強化プロジェクトフェーズ２（灌漑地区
運営管理）

公示日（予定） 2026年10月28日
経済開発部農業・農村開発第二グ
ループ

業務実施契約（単独型）－専門家
業務

履行期間（予定） 2027年1月15日 2028年11月30日 企画競争
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

【背景】ベトナム国では「国家デジタル転換計画」及び電子政府戦略の下、デジタルトランスフォーメーション
（DX）の推進を国家的な優先課題として位置付け、同国公安省においても、デジタル転換計画に基づきDXを重点
施策として推進している。一方で、こうした技術導入が進展する中、交通警察の教育・研究分野においては、研修
内容や研究手法へのデジタル技術の活用が十分とは言えず、また各種データが分散管理されていることから、教
育・研究活動や実務への効果的な活用に至っていない。係る状況を踏まえ、交通警察分野の人材育成を担う人民警
察学院（PPA）において、教育・科学研究分野へのデジタル技術の活用を推進することにより、同分野における人
材育成及び研究機能の高度化を図ることを目的に、「道路交通の秩序維持と安全確保に向けた訓練・科学研究のデ
ジタルトランスフォーメーション推進プロジェクト」がベトナム政府から要請された。 

【目的】 

本業務は詳細計画策定調査として、プロジェクトの実施体制、成果、活動を整理した上で、プロジェクトの内容に
ついてベトナム側の関係者と確認・協議し、プロジェクトに係る合意文書締結を行うことを目的とする。 

【業務内容】  

本業務従事者は、本調査の団員として、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分把握の上、同調査を実施
するJICA職員等と協議・調整しつつ、交通安全分野に係る協力計画策定のために必要な調査を行い、担当分野に係
る詳細計画策定調査報告書（案）を作成する。

【業務担当分野】交通安全 

【人月合計】約1.1人月 

【現地派遣期間（予定）】2027年1月4日～1月23日 

【渡航回数】1回 

【特記事項】プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。

26a00899000000
ベトナム国道路交通の秩序維持と安全確保に向けた訓練・科学研究のデジタルトランス
フォーメーション推進プロジェクト詳細計画策定調査（交通安全）

公示日（予定） 2026年11月4日 社会基盤部運輸交通グループ
業務実施契約（単独型）－調査団
参団

履行期間（予定） 2026年12月14日 2027年1月29日 企画競争
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

【背景】ベトナム国では「国家デジタル転換計画」及び電子政府戦略の下、デジタルトランスフォーメーション
（DX）の推進を国家的な優先課題として位置付け、同国公安省においても、デジタル転換計画に基づきDXを重点
施策として推進している。一方で、こうした技術導入が進展する中、交通警察の教育・研究分野においては、研修
内容や研究手法へのデジタル技術の活用が十分とは言えず、また各種データが分散管理されていることから、教
育・研究活動や実務への効果的な活用に至っていない。係る状況を踏まえ、交通警察分野の人材育成を担う人民警
察学院（PPA）において、教育・科学研究分野へのデジタル技術の活用を推進することにより、同分野における人
材育成及び研究機能の高度化を図ることを目的に、「道路交通の秩序維持と安全確保に向けた訓練・科学研究のデ
ジタルトランスフォーメーション推進プロジェクト」がベトナム政府から要請された。 

【目的】 

本業務は詳細計画策定調査として、プロジェクトの実施体制、成果、活動を整理した上で、プロジェクトの内容に
ついてベトナム側の関係者と確認・協議し、プロジェクトに係る合意文書締結を行うことを目的とする。 

【業務内容】  

本業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分に把握の上、担当分野に係る協力計画の策定及
び評価６基準に基づく事前評価に必要なデータ・情報を収集・整理するとともに、協力計画策定のために必要な調
査を行う。また、準備・現地・整理業務の全行程は、ジェンダー平等を推進する視点に立って、調査分析・検討を
行う。調査結果に基づき、実施可能な協力内容、実施体制及び今後の協力の方向性を整理するとともに、事前評価
及び合意文書作成に必要な資料並びに詳細計画策定調査報告書（案）の取りまとめに協力する。

【業務担当分野】交通安全 

【人月合計】約1.1人月 

【現地派遣期間（予定）】2027年1月4日～1月23日 

【渡航回数】1回 

【特記事項】プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。

26a00901000000
ベトナム国道路交通の秩序維持と安全確保に向けた訓練・科学研究のデジタルトランス
フォーメーション推進プロジェクト詳細計画策定調査（評価分析・ジェンダー）

公示日（予定） 2026年11月4日 社会基盤部運輸交通グループ
業務実施契約（単独型）－調査団
参団

履行期間（予定） 2026年12月14日 2027年1月29日 企画競争
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

【背景】ネパールは、国土の80％以上を山岳・丘陵地帯が占めており、物流の大半を道路輸送に依存しているもの
の、険しい地形や自然災害リスクの影響により、交通インフラの整備は依然として遅れている。当国政府は、国道
網の拡充による社会経済発展及び物流円滑化を目標として掲げ、中でも山岳道路トンネル整備を重要施策を位置づ
けている。現状、山岳トンネルの技術・経験・人材の不足に加え、設計・施工・調達に係る基準やマニュアル、ガ
イドライン等が十分に整備されていないことが課題となっており、当国の公共インフラ交通省道路局より、山岳ト
ンネルに係る監理能力向上を目的とした技術協力プロジェクトの実施が要請された。 

【目的】本業務の業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分に把握の上、他の業務従事者や
調査団員として派遣されるJICA職員等と協議･調整しつつ、担当分野に係る協力枠組み等の整理を行い、計画枠組
み、実施体制、成果と活動等を整理したうえで、プロジェクトの内容をC／P確認・協議し、プロジェクトの実施に
係る合意文書の締結を行う。 

【業務内容】①関係機関、JICA事務所等関係者との協議への参加、議事録作成等 

②山岳調査手法、既往の設計基準の情報収集・分析③これまでのトンネル工事に係るの積算、調達、緊急事象事例
の情報収集・分析④C／Pの運営・管理体制および能力の確認⑤気候変動緩和策・適応策への貢献に関する分析⑥
PDMやPO等を用いたプロジェクトの実施体制や活動内容等の整理⑦本プロジェクトの実施案(プロジェクト期間、
実施体制、討議議事録(RD)、協議議事録(MM)(案)(英文)の作成への協力⑧担当分野に係る調査結果を取りまとめと
報告書(案)の作成

【業務担当分野】評価分析 

【人月合計】1.23人月（現地0.73人月、国内0.5人月）（予定） 

【現地派遣期間】2027年1月上旬～2026年1月下旬 

【渡航回数】1回（ネパール） 

【その他留意事項】(1)プレ公示の内容は若干の変更の可能性が
あります。 

(2)幣機構が別契約にて本調査に関連する「評価分析」に関する
調査団員を確保する予定です。JICA直営団員のみならず、当該
団員とも協働して業務にあたることが求められます。

26a00879000000
ネパール国道路トンネルの開発、運営維持管理にかかる能力強化プロジェクト詳細計画策
定調査（山岳トンネル）

公示日（予定） 2026年11月4日 社会基盤部運輸交通グループ
業務実施契約（単独型）－調査団
参団

履行期間（予定） 2026年12月14日 2027年2月2日 企画競争
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

【背景】ネパールは、国土の80％以上を山岳・丘陵地帯が占めており、物流の大半を道路輸送に依存しているもの
の、険しい地形や自然災害リスクの影響により、交通インフラの整備は依然として遅れている。当国政府は、国道
網の拡充による社会経済発展及び物流円滑化を目標として掲げ、中でも山岳道路トンネル整備を重要施策を位置づ
けている。現状、山岳トンネルの技術・経験・人材の不足に加え、設計・施工・調達に係る基準やマニュアル、ガ
イドライン等が十分に整備されていないことが課題となっており、当国の公共インフラ交通省道路局より、山岳ト
ンネルに係る監理能力向上を目的とした技術協力プロジェクトの実施が要請された。 

【目的】本業務の業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分に把握の上、他の業務従事者や
調査団員として派遣されるJICA職員等と協議･調整しつつ、担当分野に係る協力枠組み等の整理を行い、計画枠組
み、実施体制、成果と活動等を整理したうえで、プロジェクトの内容をC／Pへ確認・協議し、プロジェクトの実施
に係る合意文書の締結を行う。 

【業務内容】①本事業実施に必要な情報（要請背景・内容、開発計画・政策・制度、基本統計情報、関連各組織体
制、他援助機関の動向等）を収集・分析 

②ネパールの関係機関、JICA事務所等との協議への参加③評価6基準（妥当性、整合性、有効性、インパクト、効
率性、持続性）に基づく事前評価（案）の作成④ネパールでの環境社会への影響、ジェンダー主流化に係るニーズ
や課題等の特定及び対応策の提案⑤PDMやPO等を用いたプロジェクトの実施体制や活動内容等の整理 ⑥本プロ
ジェクトの実施案（プロジェクトの協力期間、実施体制、討議議事録、協議議事録（案）（英文）の作成への協力
⑦担当分野に係る調査結果を取りまとめと報告書（案）の作成 ⑧JICA等プロジェクト関係者との協議、情報共有
と各会議の議事録の作成

【業務担当分野】評価分析 

【人月合計】1.23人月（現地0.73人月、国内0.5人月）（予定） 

【現地派遣期間】2027年1月上旬～2026年1月下旬 

【渡航回数】1回（ネパール） 

【その他留意事項】(1)プレ公示の内容は若干の変更の可能性が
あります。 

(2)幣機構が別契約にて本調査に関連する「山岳トンネル」に関
する調査団員を確保する予定です。JICA直営団員のみならず、
当該団員とも協働して業務にあたることが求められます。

26a00900000000
ネパール国道路トンネルの開発、運営維持管理にかかる能力強化プロジェクト詳細計画策
定調査（評価分析）

公示日（予定） 2026年11月4日 社会基盤部運輸交通グループ
業務実施契約（単独型）－調査団
参団

履行期間（予定） 2026年12月14日 2027年2月2日 企画競争
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2026年10月21日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

【背景】  

タイ政府は、第13次国家経済社会開発計画（2023～2027年）を策定しており、資源主導型経済からイノベーショ
ン・知識主導型経済への変容を遂げるべく、農業分野においては高付加価値農業への転換を掲げている。産業高度
化に向けた国家の指針である「タイランド4.0」を支える政策「バイオ・循環型・グリーン（BCG）経済モデル」に
おいても、農業の生産性向上と高付加価値製品の開発を推進し、農家の所得向上や社会的格差の是正につなげる必
要があるとされている。農業・食品産業では、タイの労働人口の約3割が同産業に従事しているが、GDPへの貢献
度はわずか6.1％であり、スマート農業技術の導入は生産性及び競争力の向上、フードバリューチェーン（FVC）の
改善等、タイの農業分野が抱える課題解決の一助になると考えられる。しかしながら、農業従事者の高年齢化、IT

リテラシーの不足、資金不足などにより、スマート農業技術の導入は限定的となっている。  

  

【目的】  

こうした中、タイ政府は農業協同組合（以下、農協）をBCG経済モデルの推進や農村の持続的発展を担う中核組織
と位置づけ、生産性向上や付加価値創出、経営改善を推進している。これを踏まえ、農協経営及び農家の生産管理
上の課題解決に向けた技術協力が要請され、本個別専門家の派遣が決定された。  

  

【業務内容】  

本案件では、特にタイにおいて特定の作物（例えばコーヒー及びバナナ）を対象に、モデル農協を選定したうえ
で、同モデル農協の営農活動のデータ化の導入による生産性の向上やコストの削減を図り、将来的な他農協への展
開のための農協の運営・経営管理、マーケティング戦略の改善に向けた将来的な特定の作物（例えばコーヒー及び
バナナ）の他農協へのシステム導入のためのロードマップを作成する。

【業務担当分野】スマート農業共創普及支援アドバイザー 

【人月合計】9.92人月 

【現地派遣期間】2027年1月中旬～2028年11月下旬（予定） 

【渡航回数】7回 

【その他留意事項】プレ公示の内容は若干の変更の可能性があり
ます。

26a00861000000 タイ国スマート農業共創普及支援

公示日（予定） 2026年11月11日
経済開発部農業・農村開発第一グ
ループ

業務実施契約（単独型）－専門家
業務

履行期間（予定） 2026年12月18日 2028年12月18日 企画競争
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